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はじめに
かねてから韓国において議論されていた新しい身分登録制度について，その内容
を定める「家族関係の登録等に関する法律Jが，本年 4月27B，韓国国会で可決
され，同 5月17Bに公布された。戸主と家族からなる家を単位に国民の身分関係
を公示・公証する戸籍制度をやめ，個人単位の身分登録制度に改めるという，極め
て大胆かつ革新的な改正である。本稿では，その概要を簡単に示したよで，基本資
料としての「家族関係の登録等に隠する法律Jの訳文な紹介することにしたい。
改正の経緯・概要
今回の改正の直接的な契機は， 2005年の民法改正に求められる 1)。この改正で，
韓国家族法の中核的原理として同閣の家族制度を長〈支配してきた戸主制度が，廃
止されることになった。すなわち，戸主制に関するすべての規定は， 2008年 1月1
臼以降削除されることになったのである。もともと，戸主制に対しては韓国内にお
いても厳しい批判があり，廃止の主張が何度も繰り返されてきたところである 2)。
加えて，今回の民法改正の直前， 2005年2月には，韓国の憲法裁判所が，同制度
に対してそれが韓関憲法の理念に違反するという「憲法不合致」の決定を下しでも
いた。こうしたことから，韓国の戸主制度は廃止するほかない状況に至k 従来の
戸籍制度に取って代わる新しい身分登録制度を作り出す必要が生じていた。
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韓国では戸籍事務の監督を裁判所が担ってきたことから，韓国の最高裁判所に当
たる大法院が， 2005年の民法改正以前から， r戸主制j廃止に備えでの準備作業に
取りかかっていた。そして， その作業が)1翼調に進み， 2005年7月にはあらすこな法
律案が策定さ払翌月lこは，それが法務部(法務省に相当)に送付された。法務部で
は，この改正を機に身分登録業務を自らの所管に取り込もうと考え，身分登録業務
の管掌機関を大法統から法務部に変更した上で，従来から担当している国籍業務と
これぞセットにした「国籍及び家族関係の登録lこ関する法律案j を作成し， 2005 
年 11月lこは，同案の内容を?国民lこ知らぜ，それに対する意見を求める「立法予
告」そ行った。その後， 2006年3月に同案が政府案3)となって閤会にj二穣された。
他方，これに対抗する形で，あくまで大法院を戸籍業務の管掌機関とする内容の
議員案も出されており，管掌機関を大法院とするか法務部とするか，さらには身分
関係の証明方法をどうするか，編製単位をどうするか等々の問題について見解の対
立があり，法案成立につきなかなか見通しの利かない状況になっていた4)。
結局，本年4月末， この問題を審議していた韓関国会の法制司法委員会は，本件
lこ関して提案されていた 3つの法律案をすべて廃棄して，委員会として代案を作成
し，これを本会議に上程した。最終的にそれが可決されたのである。このように，
委員会が原案を廃案iこして f代案j {e作って法案を成立させるという手法は，韓国
の国会ではしばしば見受けられるもので，過去の民法改正でも{吏われてきた方法で令
ある。もちろん，その内容の大枠は，当初案を踏まえたものとなっている 5)。
代案の「提案理由j によれば，改正のポイントは，次の誇点lこ慈理される。
1.大法院を管掌機関とする
管掌機関が大法院に落ち着いたことについては，代案の「提案理由jの中で特に
触れられていないが，それまでの議論においては，特に変更しなければならない積
極的な理由が見出し難いこと，また新制度の登録システム構築作業がすでに大法院
により進められていること等が指摘されている6)。
2. 業務の国家事務化
従来の戸籍事務は自治事務とされ，地方自治体の負担で業務が行われていた。莫
大な赤字を抱える地方自治体にとって，戸籍業務によるさらなるしわ寄せは小さく
なかった。そこで， これを国家事務化し， これに伴う事務費用を菌室誌が負援するこ
とにし7こ。
3. 個人耳目編製
戸籍制度を改めるとしたものの，登録の編製方式について，家族別編製にするか
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個人別編製にするかで議論があった。戸主制廃止の趣旨や雨俊平等の徹底した実現
といった側面から，俄人別編製が採用された。
4. 目的別・多様な証明書発給システム
情報が集中しすぎていて，また多くの人が容易に開覧できた戸籍制度の問題点在?
反省し，証明しようとする目的に応じて，電算処理されている個々人のデータを組
み合わせることにより， 5種類の証明書，すなわち①本人と，その父母・養父
母，配偶者，子の関係を明らかにする家族関係証明書，②本人の出生，死亡等の
情報を明らかにする基本証明書，③本人の婚姻関係を明らかにする婚姻関係証明
書，③本人の養毅子関係を明らかにする養子縁組証明書，そして⑤本人の特別
養子縁組関係を明らかにする親養子縁組証明書(特別養子縁組を意味する「親養子縁
組jは， 2005年民法改正lこより導入され， 2008年 1月1日よち施行される予定である)
を発給することにより，身分関係の証明に対応しようとしている。これにより，個
人の家族関係の情報が不必婆に公開されることを防ぐことができ，他人情報保護lこ
も資することになるとしている。
この他に，民法改正に絡んで新しい手続が導入されているが，いずれにしろ，詳
しい内容については，別稿7)を予定しているので，検討はそちらに譲り， ここで
は，公布されたばかりの法文訳を，以下，掲載させて頂くことにする。
なお，以下の訳文中， ( )で表示されているものは，訳者の注である。韓国法で
は，裁判所を法院(慾法裁判所は除く)，届出を申告と表現するが，これらはそのま
ま用いている。
注
1) この改正については，申書き鏑 12005年韓国民法改正の主要内容j戸籍時報589
号 (2005年 10尽)2頁以下に詳しい。まずこ，木棚照一監修・西山富菱ーほか編著
『第2版 「在日jの家族法Q&AJ(日本評論社， 2006年)359 fi以下に西山慶一
氏作成の新!日条文対照表が掲載されている。なお，今回の改正法についても，提案
段階より，閉山慶一氏を始めとする f定住外国人と家族法J研究会のメンパーか
ら，種々愛護な情報告ケ頂くとともに，有益な示唆を与えて頂いた。記して謝窓を表
するものである。同研究会の支えなくしては，私の約四半世紀にわたる韓国法研究
は，成り立たなかったといえる。『薦出法学』の記念号の誌面を借りであらためて
御礼申し上げる次第である。
2) これまで、の議論については，樹稿「韓国家族法の改正とわが国渉外事件への影響
(中)J戸籍終報395号 (1990年)23頁以下参照。
3) 政府案のもとになった法務部の立法予告による法律案については，前掲『第2版
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f在日 J の家族法 Q&A~ 373]if以下(西山訳)および宋芝折(訳)r大韓民国・国
籍及び、家族関係資録に関する法律(案)J戸籍略報 592号 (2005年12月)20頁以
下参照。
4) 管掌機関の問題については，熊谷浩一 fみんけんプラザ[特報]韓関における身
分と登録法案の動向J民事研修 592号 (2006年8月)45夏以下参照。
5) 以下で紹介する，提案理由および条文は車毒菌国会の議案情報システム (http://
search.assembly.go.kr/bill/jsp/main.jsp)からダクンロードしたものに基づいてい
る。
6) 熊谷・前掲論文 47頁参照。
7) 分析・検討は，来春発行予定のアジア法学会学会誌『アジア法研究J誌上で行う
予定である。
「家族関係の登録等に関する法律J(仮訳)
第1章総則
② 特別市，広域市，及び区を設ける$
に関して， この法律では，市，市長文
第1条(目的) 本法は，悶民の出生・ は市の事務所は，それぞれ，区，区庁
婚姻・死亡などの家族関係の発生及び 一長又は区の事務所をいう。ただし，広
変動事項に関する登録と，その証明に 域市での郡地域については，邑・面，
関する事項伝定めることを目的とす 邑・面の長又は邑・面の事務所をい
る 。う。
第2条(管掌) 家族関係の発生及び変 ③ 大法院長は，登録事務の監督lこ関す
動事項に関する登録とその証明に関す
る事務(以下， r登録事務j という)
は，大法院が管掌する。
第3条(権限の委任)① 大法院長は，
登録事務の処理に関する権限を，$・
邑・函の長(都農複合形態の市では，
j同地域については市長，邑・窃地域に
ついては邑・匿の長とする。 以下，
同じ)に委任する。
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る権限を，市・邑・聞の事務所所在地
を管轄する家庭法院長に委任する。た
だし，家庭法院支院長は，家庭法院長
の命を受けて，その管轄区域内の登録
事務を監督する。
第4条(登録事務処理) 第3条にとも
なう登録事務は，家族関係の発生及び
変動事項の登録(以下， r登録j とい
う)に関する申告などを受け付け，受
理した申告地の市・邑・閣の長が， こ
れを処理する。
第5条(職務の制限)① 市・邑・函の
長は，登録に関する証明書発給事務を
除き自ら又は自らの 4親等以内の親族
に関する登録事件については， その職
務を行うことができない。
② 登録事件処理に隠して市・邑・簡の
長を代理する者も，第 1項と同様であ
る。
第6条(手数料等の帰属)① 本法の規
定により納付する手数料及び過料は，
登録事務な処理する当該地方自治体の
収入とする。ただし，次の各号のいず
れかに該当する場合は，この限りでは
ない。
1 第12条第2項により，電算情報中
央管理所所属公務員が証明書を発給
する場合
2.第120条及び第 123条により，家
庭法院が過料を賦課する場合
3.第124条第3項により，家庭法院
が非訟事件手続法により過料の裁判
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第2章家族関係登録簿の作成と
登録事務の処理
第9条(家族関係登録簿の作成及び記録
事項)① 家族関係登録簿(以下，
「登録簿j という)は，電算情報処理
組織により入力・処理された家族関係
登録事項(以下， r登録事項Jとい
う)に関する電算情報資料を，第 10
条の登録基準地によって個人別に区分
して作成する。
② 登録簿には，次の事項を?記録しなけ
ればならない。
L 登録基準地
2. 姓名・本・性別・生年月日及び住
民主査録若手号
3. 出生・婚熔・死亡など家族関係の
発生及び変動に関する事項
4. その他家族関係に関する事項で大
法院規則の定める事項
第10条(登録基準地の決定)① 出生
又はその他の事由で初めて鷲録をする
場合は，登録基準地そ定めて申告しな
をする場合 ければならない。
② 第l項の手数料の額は，大法院規則 ② 登録基準地は，大法院規則の定める
で定める。 手続により変更することができる。
第7条(費用の負担) 第3条に基づき 第1条(霞算l育報処理組織による登録
市・邑・面の長に委任した登録事務に 事務の処理等)d) 市・島・笛の長
かかる費用は，国家が負担する。 は，登録事務を電算情報処理組織に
第8条(大法院規則) 本法の施行に関 よって処理しなければならない。
して必要な事項は，大法院規射で定め @ 本人が死亡し，宕しくは失綜宣告・
る。 不在宣告を受けたとき，又は国籍を離
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目覚若しくは喪失したとき，その他大法 算情報処理組織を逮係させて，運営す
院規則で定めた事由が発生したとき る。
は，登録簿を閉鎖する。 ③ 法院行政処長は，必要に応じて中央
③登録簿と第2項により閉鎖した登録 管理所所属の公務員Iこ，第 15条に定
簿(以下， r閉鎖登録簿Jという) める証明書の交付事務を行わせること
は，法院行政処長が保管・管理する。 ができる。
④ 法院行政処長は，登録簿又は閉鎖登 第13条(登録電算情報資料の利用等)
録簿(以下， r登録簿等j という)に ① 登録電算情報資料営利用又は活用し
記録されている登録事項と同じ電算情
報資料診別に作成して，これを管理し
なければならない。
@ 登録簿等の全部又は一部が損傷した
り損傷する心配があるときは，法院行
政処長は，大法院規則の定めるところ
により，登録簿等の復旧など必要な処
分を命じることができる。
⑥ 登録簿等を管理する又は登録事務を
処理する者は，本法その他の法律で定
ょうとする者は，関係する中央行政機
関の長の審査を経て，法院行政処長の
承認を得なければならない。ただし，
中央行政機関の長が，登録電算情報資
料を利用又は活用しようとする場合
は，法院行政処長と協議しなければな
らない。
② 第l項により登録電算情報資料を利
用又は活用しようとする者は，本来の
目的以外の用途でこれを利用又は活用
める事由以外では，登録簿等に記録さ しではならない。
れた登録事項に関する電算情報資料 ③ 第l項による登録電算情報資料の利
(以下， r登録電算情報資料Jという)
を利用し，又は他の者(法人を含む)
用又は活用，さらにはその使用料など
に関して必要な事項は，大法院規則で
に提供しではならない。 定める。
第12条(寄算情報中央管理所の設置第14条(証明書の交付等)①本人，
等)①登録簿等の保管及び管理，電 配偶者，直系血族及び兄弟姉妹(以
第情報処理組織による登録事務処理の
支援並びに登録電算情報資料の効率的
な活用のため，法続行政処iこ電算情報
中央管理所(以下， f中央管理所j と
いう)を置く。国籍に関する通報に伴
う登録事務処理については，大法院規
則の定めるところにより，法務部と電
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下，本条では「本人等Jという)は，
第 15条に定める登録簿等の記録事項
に関して，証明書の交付を請求するこ
とができ，本人等の代理人が議求する
場合は，本人等の委任を受けなければ
ならない。ただし，次の各号のいずれ
かに該当する場合は，本人等でなくと
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も交付申請を行うことができる。 ⑤ 第H質ないし第4項は，閉鎖登録簿
1.国家又は地方自治体が，職務上の に関する証明書の交付の場合lこも準用
必要により，文書で申請をする場合 する。
2.訴訟・非訟・民事執行の各手続に 第 15条(証明書の種類及び記録事項)
おいて必要な場合
3.他の法令が本人等に関する証明書
の提出を要求する場合
4. その他大法統規則の定める正当な
利害関係者が申請をする場合
② 第 15条第 I項第5号の親養子縁組
関係証明書は，次の各号のいずれかに
該当する場合に限り，その交付を請求
することができる。
1.親養子が成年になり，申講をする
場合
2.婚姻当事者が民法第809条の親族
関係を把援しようとする場合
3.法院の事実照会嘱託がある場合又
は捜査機関が捜査の必要により文書
で申請をする場合
4. その他大法院規則の定める場合
③ 第1項及び第2項iこより証明書の交
イすを請求する者は，手数料を納付しな
ければならず，また証明書の送付を申
請する場合は，別途，郵送料を納付し
なければならない。
④ 市・邑・面の長は，第 l項及び第 2
項の請求が，登録簿に記録された者に
対する私生活の秘密を侵害するなど不
当な目的に基づくことが明らかである
と認められる場合は，証明書の交付佐
拒否することができる。
① 登録簿等の記録毒事項に関して，発行
することのできる証明書の種類とその
記録事項は，以下の各号の通りであ
る。
1.家族関係証明書
カ.本人の登録基準地・姓名・性
別・本 t往年月日及び住民登録番
号
ナ.父母・養父母，配偶者，子の姓
名・性別・本・生年月日及び住民
登録番号
2.基本証明書
カ 本人の登録基準地・姓名・性
別・本・生年月日及び住民登録番
号
ナ本人の出生，死亡，国籍喪失・
取得及び由復などに関する事項
3.婚姻関係証明書
カ 本人の登録基準地・姓名・性
別・本・生年月日及び住民登録番
号
ナ.配偶者の姓名・性別・本・生年
月日及び住民登録番号
タ.婚姻及び離婚に関する事項
4 養子縁組関係証明書
カ.本人の登録基準地・姓名・性
別・本・ 2往年月日及び住民登録番
号
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ナ.養父母又は養子の姓名・性別・ ② 第 l項本文の通知をすることができ
本・生年月日及び住民登録番号 ないとき，通知をしたものの訂正申請
タ.養子縁組及び離縁に関する事項
5.親養子縁組関係証明書
カ.本人の笠録基準地・姓名・伎
別・本・ 5長年月白及び住民登録番
号
ナ.実父母・養父母又は親養子の姓
名・性別・本・生年月日及び住民
登録番号
タ.養子縁級及び離縁に関する事項
を?する者がいないとき，又はその記録
の錯誤若しくは遺漏が市・邑・函の長
の過誤によるときは，市・邑・函の長
は，監督法院の許可を得て職権で訂正
念することができる。ただし，大法銃
規則で定める軽微な事項の場合は，
市・邑・面の長は，職権でこれそ訂正
し，監督法院に報告しなければならな
し、。
争 家族関係に関するその他の証明書及③ 国家又は地方自治体の公務員がその
び家族関係の記録事項について必要な
事項は，大法院規則で定める。
第 3章登録簿の記録
第16条(登録簿の記録手続) 登録簿
は，申告，通報，申請，証書の総本，
航海日誌の勝本又は裁判蓄によって記
録する。
第17条(登録簿のない者) 家族関係登
録のなされていない者に対して登録事
項を記録しなければならないときは，
新しく登録簿を作成する。
職務上登録簿の記録に錯誤又は遺漏が
あることを知ったときは，遅滞なく申
告事件本人の登録基準地の市・邑・函
の長lこ， これをづ道知しなければならな
い。この場合，通知を受けた市・色・
阪の長は，第p震及び第2項によって
処理を行う。
第19条(登録簿の行政区域，名称等の
変更)① 行政区域又は土地の名称が
変更されたときは，登録簿の記録は訂
正されたものとみなす。この場合，
市・邑・間の長は，その記録事項を吏
第18条(愛録簿の訂正)①受録簿の 正しなければならない。
記録が法律上無効である，又は記録に ② 市・邑・商の長は，地番の変更があ
錯誤若しくは遺漏のあることがわかっ るときは，登録簿の記録を更正しなけ
たときは，市・邑・面の長は，遅滞なく ればならない。
申告人又は申告事件本人にその事実伝
通知しなければならない。ただし，そ
第4輩申
の錯誤又は遺漏が，市・邑・商の長の第1節通 則
止と
むコ
過誤によるときは，この限りでない。 第20条(申告の場所)号 本法による
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申告は，申告事件本人の登録基準地又 又は口頭で行うことができる。
は申告人の住所地若しくは現在地で行 ② 申告によって効力の生ずる登録事件
うことができる。
② 大韓民国の国民でない者(以下，
f外国人j という)に関する申告は，
その居住地又は申告人の住所地若しく
は現在地で行うことができる。
第21条(出生・死亡の洞経由申告等)
① 市における出生・死亡の申告は，そ
の申告の場所が申告事件本人の住民登
録地又は住民登録をする地域と悶じ場
合は，申告事件本人の住民登録地又は
住民登録をする地域ぞ管轄する洞を経
由して，これを行うことができる。
② 第 l項の場合， i符長は，所属市長を
代行して申告書を受理し， i河が属する
に関して申告事件本人が市・邑・面に
出頭しない場合は，申告事件本人の住
民登録証・運転免許証・旅券その他大
法院規則の定める身分証明書(以下，
本項では「身分証明書j という)を提
示するか，又は申告書に申告事件本人
の印鑑証明書を添付しなければならな
い。この場合，本人の身分証明書も提
示せず，本人の印鑑証明書も添付しな
いときは，申告書を受理しではならな
い。
第24条(申告書の様式) 申告書の様式
は，大法院例規で定める。この場合，
家族関係に関する受録の申告が他の法
市の長lこ申告書守送付し，その他大法 令の定める申告を代行するときは，当
院規則の定める登録事務を処理する。 該申告書の様式を定めるに線してあら
第22条(申告後，登録されていること かじめ関係部処の長と協議しなければ
が判明したとき等) 登録されている ならない。
かどうかが明らかでない者，登録され 第25条(申告書の記載事項)① 取告
でいない者又は去を録することのできな 警には次の事項を記載し，申告人が署
い者に関する申告が受理された後に， 名又は記名捺印しなければならない。
その者に関して登録されていることが 1.申告事件
判明したとき又は登録することができ 2. 申告年月日
るようになったときは，申告人又は申 3. 申告人の生年月日・住民登録番
告事件本人は，その事実を知った日か 号・登録基準地及び住所
ら1カ月以内lこ，受浬された申告事件 4. 申告人と申告事件本人が異なると
を示して，最初の申告を受理した市・ きは，申告事件本人の登録、基準地・
邑・商の長にその事実を申告しなけれ 住所・姓名・生年月日及び住民登録
ばならない。 番号，並びに申告人の資格
第23条(申告方法)⑦ 申告は，書面 ② 本法により申告書類を作成した場
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合，その申告書類に住民登録番号を記
載したときは生年月日の記載を省略す
ることができる。
第26条(申告人が無能力者の場合)
① 申告すべき者が未成年者又は禁治産
者のときは，殺権者又は後見人を申告
義務者とする。ただし，未成年者又は
禁治産者が申告することもできる。
② 親権者又は後見人が申告する場合
は，申告書主に次の事項を記載しなけれ
ばならない。
1.申告すべき者の姓名・生年月日・
住民登録番号及び登録基準地
2.無能力者になった原因
3. 申告人が親権者又は後見人である
第27条(伺意が不要な無能力者の申
あって，存在しないもの又はわからな
いものがあるときは，その旨を記載し
なければならない。ただし，市・邑・
習の長は，法律上記載しなければなら
ない事項で特に重要と認められるもの
が記載されていない申告書は，これを
受理しではならない。
第30条(法令規定事項以外の記載事
項) 申告書には，本法又は他の法令
で定める事項のほか，去を録簿lこ記録す
べき毒事項をより明らかにさせるため必
要な事項があれば，そのような事項も
記載しなければならない。
第31条(口頭で行う申告等)① 口頭
で申告しようとするときは，申告人
は，市・邑・弱の事務所に出頭し，申
記載すべき事項を陳述しなけれ
告)①無能力者がその法定代理人の ばならない。
同意なくして行うことのできる行為に ② 市・邑・面の長は 申告人の燦述及
ついては，無能力者が申告しなければ び申告年月日を記録し，申告人に読み
ならない。 聞かせ，申告人をしてその書面に箸名
②禁治産者が申告する場合は，申告書 又は記名様印させなければならない。
に，申告事件の↑受賞及び効果を理解す ③ 第 l 項及び第 2~妥の場合に申告人が
る能力のあることを証明する診断書を 病気又はその他の事故で出頭できない
添付しなければならない。 ときは，代理人に申告させることがで
第28条(証人を必要とする申告) 証人 きる。ただし，第 55条，第 56条，第
を必要とする事件の申告においては， 61条，第 63条，第 71条及び第 74条
証人は，申告書lこ住民登録番号及び住 の申告は，この限りではない。
所在?記載し，署名又は記名捺印しなけ 第32条(同意，承諾又は許可を要する
ればならない。
第29条(不評在又は不知の事項) 申告
警に記載しなければならない事項で
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事件の申告)① 申告事件において
父・母又は他の者の同意又は承諾が必
要な場合は， にその同意又は承
韓国の新しい身分登録法
諾を証明する書面を添付しなければな 証書の謄本を発送しなければならな
らない。ただし，親族会が同意をする い。
場合は，親族会の決議録を添付しなけ 第36条(外国で受理した書類の送付)
ればならず，その他の河意又は窓諾に 在外公館の長は，第 34条及び第 35条
おいては，同意又は承諾をした者に申
告書にその事由を付記させ，署名又は
記名捺印させることで足りる。
により書類を受理したときは， 1カ月
以内に外交通商部長官を経由して，本
人の登録基準地の市・色・部の長に送
② 申告事件，申告人又は申告事項等に 付しなければならない。
おいて裁判又は官公署の許可を要する 第37条(申告期閣の起算点)① 申告
事項がある場合は，申告書にその裁判 期間は，申告事件発生の臼から起算す
警又は許可書の謄本を添付しなければ る。
ならない。
第33条(申告書に関する準用規定) 申
告書に演する規定は，第 31条第2項
及び第 32条第 1項の書留に準用す
る。
第34条(外国で行う申告) 外閣に在る
大韓民国国民は，本法の定めるところ
② 裁判の確定日から期間を起算すべき
場合に，裁判が送達又は交付前に確定
したときは，その送達又は交付された
日から起算する。
第38粂(申告の催告)① 市・邑・部
の長は，申告を怠った者を知ったとき
は，相当な期闘を定めて，申告義務者
により，その地域ぞ管轄する大韓民国 に対し，その綴間内lこ申告することを
在外公館(以下， I在外公館」とい 催告しなければならない。
う)の長に，申告又は申請を行うこと ② 申告義務者が第1項の期間内に申告
ができる。 をしないときは，市・邑・面の長は，
第35条(外国の方式による証書の謄 さらに相当な期間を定めて，催告をす
本)CD 外国に在る大韓民国国民が， ることができる。
その簡の方式により申告事件に関する ③ 第18条第 2項は，第 2項の催告を
証書を作成した場合は， 3カ月以内に することができないとき及び催告をし
その地域を管轄する在外公館の長に， ても申告をしないときに，同条第3項
その証書の謄本を提出しなければなら は，国家又は地方自治体の公務員が申
ない。 告を怠った者がいることを?知ったとき
②大韓民国の国民がいる地域が在外公 に，これを準用する。
鎮の管轄に属しない場合は， 3カ月以 第39条(申告の事後補完) 市・邑・関
内に登録基準地の市・邑・箇の長に， の長は，申告を?受理した場合に殺続が
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あって登録簿に記録をすることができ 函の長が申告を受理しないときは，そ
ないときは，申告人又は申告義務者を の事由を遅滞なく申告人に書面で通知
して補完させなければならない。この しなければならない。
場合には，第 38条を準用する。
第40条(期間経過後の申告)市・邑・ 第2節出 生
面の長は，申告期間が経過した後の申 第44条(出生申告の記載事項)① 出
告であっても受理しなければならな
L、。
第41条(死亡後に到達した申告)
① 申告人が生存中に郵送した申
は，その死亡後であっても，市・邑・
面の長は，受理しなければならない。
@ 第 1項により申告書が受理されたと
きは，申告人の死亡時に申告したもの
とみなす。
第42条(受理，不受理証明書と書類の
閲覧)号 申告人は，申告の受理又は
不受理の証明書営請求することができ
る。
(2) 利害関係人は，市・邑・面の長に，
生の申告は，出生後 lカ月以内Iこ行わ
なければならない。
② 申告書には，次の事項伝記載しなけ
ればならない。
1.子の姓名・本・性別及び登録基準
地
2.予の婚畑中又は婚姻外の出生子
〔嫡出子又は非嫡出子〕の区別
3. 出生の年月日時及び場所
4.父母の姓名・本・登録基準地及び
住民登録番号(父又は母が外国人で
あるときは，その姓名・生年月日及
び国籍)
5.民法第781条第 1項fEl蓄による協
申告書その他受理した書類の関覧又は 議がある場合は，その事実
その書類に記載した事項に関して証明 6. 子が二重富籍者である場合は，そ
警を，請求することができる。 の毒事実及び取得した外盟関籍
③ 証明書を請求するときは，手数料を ③ 子の名にはハングノレ又は遊常使用さ
納付しなければならない。 れる漢字ぞ用いなければならない。通
④利察関係人は，法院に保管されてい 常使用される漢字の範囲は，大法院規
る申告書類に対する閲覧を請求するこ
とカEできる。
⑤ 第2項及び第4項の利害関係人の資
格と範囲等に関しては，第 14条第 1
項ないし第4項を準用する。
第43条(申告不受理の通知) 市・邑・
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則で定める。
③ 出生申告書には，医師・助産師その
他分娩lこ関与した者が作成した出生証
明書を添付しなければならない。ただ
し，やむをえない事由がある場合はこ
の限りではない。
第45条(出生申告の場所)① 出生の
申告は，出生地ですることができる。
② 汽車その他の交通機関の中で出生し
たときは母が交通機関から降りた地，
航海日誌が備えられていない船舶の中
で出生したときはその船舶が最初に入
韓国の新しい身分登録法
以内に第 44条第2項で定めた事項を
航海日誌に記載し，署名又は記名捺印
をしなければならない。
② 第l項の手続をした後，船舶が大韓
民国の港に到着したときは，船長は，
遅滞なく出生に関する航海日誌の謄本
港した地で，申告することができる。{e，その地の市・邑・面の長に発送し
第46条(申告義務者)①婚姻中の出 なければならない。
生子〔嫡出子〕の出生の申告は，父又 ③ 船舶が外国の港に到着したときは，
は母が行わなければならない。 船長は，遅滞なく第2項の謄本をその
②婚熔外の出生子〔非矯出子〕の申告 地域を管轄する在外公鎮の長に発送
は，母が行わなければならない。 し，在外公館の長は，遅滞なく外交通
③第 l項及び第2項により申告をしな 商部長官を経由して登録基準地の市・
ければならない者が申告をすることが 邑・面の長に発送しなければならな
できない場合は，次の各号のいずれか い。
に該当する者が各号の)1鼠伎により申告 第50条(公共施設での出生) 病院，刑
そしなければならない。
1.隠居する親族
2. 分娩に関与した医師・助産師又は
務所その他の施設で出生があった場合
に，父母が申告をすることができない
ときは，当該施設の長又は管理人が，
その他の者 申告をしなければならない。
第47条(親生否認〔嫡出否認〕の訴を提 第51条(出生申告前lこ死亡した時) 出
起したとき) 親生否認〔嫡出否認〕の
訴を提起したときにも，出生申告をし
なければならない。
第48条(法院が父を定めるとき)
① 民法第845条により法院が父を定め
なければならないときは，出生の申告
は，母が行わなければならない。
@ 第 46条第 3項は，第 1項の場合lこ
準用する。
第49条(航海中の出生)① 航海中に
出生があるときは，船長は， 24時間
生の申告前に予が死亡したときは，出
生の申告と同時に，死亡の申告をしな
ければならない。
第52条(棄児)① 棄児を発見した者
又は棄児発見の通知を受けた国家警察
公務員は， 24時間以内にその事実を
市・邑・函の長に通報しなければなら
ない。
② 第1項の通報を受けた市・さき・腐の
長は，所持品，発見場所，発見年月日
時その他の状況，性別，出生の推定年
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月日ぞ調書に記載しなければならな 登録基準地及び住民登録番号
い。この場合，その読書を
なす。
とみ 4.認知官官の子の姓と本を維持する場
合は，その旨と内容
③ 市・色・面の長は，民法第781条第
4項により棄児の姓と本を創設した
後，名と登録基準地主?定めて登録簿に
記録、しなければならない。
第53条(父母が棄児を引き取るとき)
CD 父又は母が棄児を引き取るときは，
1カ月以内に出生の申告をし，登録簿
の訂正を申請しなければならない。
@ 第 1項の場合は，市・邑・面の長
が，これを確認しなければならない。
第54条(棄児が死亡しすことき) 第 52
条第 1項又は第 53条の手続をとする前
5. 民法第 909条第4項又は第 5項に
より親権者が定められたときは，そ
の旨と内容
② 第1項第4号及び第5号の場合は，
申告書にその内容を証明する書簡を添
付しなければならない。ただし，家庭
法院の姓・本継続使用許可審判又は親
権者を定める裁判が確定したときは，
第四条を準用する。
第56条(胎児の認知) 胎内にある子を
認知するときは，申告書にその旨，母
の姓名及び登録基準地全記載しなけれ
に棄児が死亡したときは，死亡の申告 ばならない。
と問符lこ，その手続をしなければなら 第57条(親生子〔嫡出子〕出生の申告に
ない。 よる認知) 父が婚姻外の子に対し親
金子〔嫡出子〕出生の申告をしたとき
第3節認 知 は，その申告には認知の効力がある。
第55条(認知申告の記載事項)(j) 認第58条(裁判による認知)① 認知の
知の申告書には，次の事項を記載しな
ければならない。
l 子の姓名・性別・生年月日・住民
登録醤号及び登録基準地(子が外国
裁判が確定した場合は，訴えを提起し
た者は，裁判の確定日から 1カ月以内
に裁判警の謄本及び確定証明書を添付
して，その旨を申告しなければならな
人であるときは，その姓名・性別・ い。
生年月日及び国籍) ⑨ 第1項の申告書には，裁判確定自主7
2.死亡した予を認知するときは，死 記載しなければならない。
亡年月日，その直系卑属の姓名・生 ③ 第 1項の場合には，その訴えの相手
年月日・住民登録番号及び登録基準 方も裁判の謄本及び確定証明書を添付
地
3. 父が認知するときは，母の姓名・
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して，認知の裁判が確定した旨そ申告
することができる。この場合は，第 2
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項を準用する。 ればならない。
第59条(遺言による認次日) 遺書による ② 民法第 871条により後見人が養子縁
認知の場合は，遺言執行者は，その就 組の同意ぞしたときは，後見人の同意
任日から 1カ月以内に認知に関する遺 書及び家庭法院の許可書を添付しなけ
言書謄本又は遺言録音を記載した書面 ればならない。
を添付して，第 55条又は第56条によ ③ 後克人が被後見人を養子にする場合
り申告をしなければならない。 は，家庭法続の訴許二可主誉警をを?添付しなけれ
第6印0条(認認、知された胎児の死産) 認
された胎児が夢死Ef体本で分娩された場合
は，出生の申告義務者は，その事実を第5節離 縁
知った臼から 1カ月以内にその毒事実を 第63条(離縁申告の記載事項) 離縁の
申告しなければならない。ただし，遺
言執行者が第 59条の申告そしていた
場合には，遺書執行者がその申告をし
なければならない。
第4節養子縁組
第61条(養子縁組申告の記載事項) 養
子縁組の申告書には，次の事項を記載
しなければならない。
1.当事者の姓名・本・生年月日・住
民登録番号・登録基準地(当事者が
外国人であるときは，その姓名・生
年月日・国籍)及び養子の性別
2 養子の実父母の姓名・住民登録番
は，次の事項を記載しなけれ
ばならない。
1.当事者の姓名・本・生年月臼・住
民登録番号・登録基準地(当事者が
外国人であるときは，その姓名・生
年月日・毘籍)
2. 養子の実父母の姓名・登録基準地
及び住民登録番号
第64条(協議上の離縁の申告)① 民
法第 899条により協議上の離縁をする
場合は，その協議をした者が，申告を
しなければならない。ただし，その申
告を?後見人又は生家の他の直系尊属が
するときは，家庭法続の許可書を添付
号及び登録基準地 しなければならない。
第62条(養子縁組の申告)① 養子が ② 民法第 900条による協議上の離縁に
15歳未満であるときは，民法第 869 関して後見人が離縁の向意をしたとき
条により養子縁組を承諾した法定代理 は，後見人の同意書及び家庭法院の許
人が，申告をしなければならない。た 可蓄を添付しなければならない。
だし，後見人が養子縁組を承諾したと 第65条(準用規定)G) 第63条は，養
きは，家庭法院の許可警合添付しなけ 子縁組の取消の申告に準用する。
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②第58条は，養子縁組の取消の裁判 準用する。
が確定した場合に準用する。
第66条(準用規定)第 58条は，離縁第7節婚 嫡
の裁判が確定した場合に準用する。
第6節親養子縁組及び離縁
第67条(親養子縁組の申告)① 民法
第908条の 2により親養子縁組をしよ
うとする者は，親養子縁組裁判の確定
臼から 1カ月以内に裁判の謄本及び確
定証明書公添付して，第61条の申告
をしなければならない。
② 第I項の申告書には，裁判確定日を
記載しなければならない。
第68条(準用規定) 第 58条は，親養
子縁組の申告に準用する。
第69条(親養子離縁の申告)① 民法
第908条のうにより親養子離縁の裁判
第71条(婚姻申告の記載事項等) 婚姻
の申告書には，次の事項伝記載しなけ
ればならない。ただし，第3号の場合
は，婚姻当事者の協議警な添付しなけ
ればならない。
1.当事者の姓名・本・生年月日・住
民登録番号及び登録基準地(当事者
が外国人であるときは，その姓名・
生年月日及び悶籍)
2. 当事者の父母と養父母の姓名・登
録基準地及び住民登録番号
3. 民法第 781条第 1項f亘書による協
議のある場合は，その事実
4.民法第809条第 l項による近親婚
に該当しない事実
が確定した場合，訴えを提起した者第72条(裁判による婚姻) 事実上の婚
は，裁判の確定日から 1カ月以内に裁 姻関係存在確認の裁判が確定した場合
判書の謄本及び確定証明書を添付し は，訴えを提起した者は，裁判の確定
て，第63条の申告をしなければなら 臼から 1カ月以内に裁判舎の謄本及び
ない。
② 第l項の申告書には，裁判確定日を
記載しなければならない。
③ 第l項の場合は，その訴えの相手方
も，裁判警の謄本及び確定証明書を添
付して親養子離縁の裁判が確定した旨
確定証明書を添付して，第九条の申
告をしなければならない。
第73条(準用規定) 第 58条は，婚姻
取消の裁判が確定した場合に準用す
る。
を申告することができる。この場合に第8節離 婚
は，第2項を?準用する。 第九条(離婚申告の記載事項) 離婚の
第70条(準用規定) 第69条は，親養 申告書には，次の事項を記載しなけれ
子縁組の取消の裁判が確定した場合に ばならない。
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1.当事者の姓名・本‘生年月日・住 取消の申告に準用する。
民主査録番号及び登録基準地(当事者 第78条(準用規定) 第 58条は，離婚
が外国人であるときは，その姓名及 の裁判が確定した場合に準用する。
び国籍)
2. 当事者の父母と養父母の姓名・登第9節親権及び後見
録基準地及び住民登録若手号 第79条(親権者指定及び変更の申告)
3.民法第909条第4項又は第5項に ① 父母が民法第909条第4項により綴
????????? ??????
???
???? ?
??
??
????
権者を定めたときは， 1カ月以内にそ
の事実を申告しなければならない。父
母の一方が申告する場合は，その事実
な証明する書面を添付しなければなら
ない。
の確認を受けて申告を?しなければなら ③ 親権若しくは管理権の喪失・辞退・
ない。ただし，悶内に鹿住しない場合 回復に関する裁判又は民法第909条第
は， その確認はソクノレ家庭法院の管轄 4項ないし第6項により親権者を定め
とする。 る若しくは変更する裁判が篠定したと
② 第 l項の申告は，協議上の離婚をし きは，その裁判を請求した者又はその
ようとする者が，家庭法続から確認書 裁判で親権者に定められた者が，その
の謄本を交付又は送達を受けた日から 内容を申告しなければならない。この
3カ月以内にその勝本を添付して行わ 場合には，第 58条を準用する。
なければならない。 第80条(後見開始申告の記載事項)
③ 第 2項の期間が経過したときは，そ ① 後見開始の申告は，後見人が，その
の家庭法院の確認は効力を喪失する。 就任日から 1カ月以内にしなければな
④家庭法院の縫認の手続と申告に関し らない。
て必要な事項は，大法院規則で定め ② 申告書には，次の事項ぞ記載しなけ
る。
第76条(みなし規定) 協議離婚申告書
に家庭法院の離婚意思確認書謄本を添
付した場合は，民法第 836条第2項で
定めた証人2名の連署があるものとみ
なす。
第77条(準用規定) 第 74条は，婚姻
ればならない。
1.後見人と被後見人の姓名・生年月
日・住民登録番号及び登録基準地
2 後見開始の原因及び年月日
3. 後見人が就任した年月日
第81条(後見人更迭申告等)① 後見
人が更迭された場合は，後任者は，就
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任臼から 1カ月以内にその旨を申告し ① 死亡の申告は，第85条に規定され
なければならない。 た者が，死亡の事実を知った日から 1
②第 l壌の申告には，第80条第2項 カ月以内に診断書又は検案書を添付し
を?準用する。 て，これを行わなければならない。
③ 第79条第2項は，民法第 940条に ③ 申告書lこは，次の事項をと記載しなけ
より後見人が変更された場合に準用す ればならない。
る。1.死亡者の姓名，性別，登録基準地
第82条(遺言又は裁判による後見人の 及び住民登録番号
選定)① 遺言によって後見人伝指定 2 死亡の年月日持及び場所
した場合は，指定に関する遺言書の謄 ③ やむを?えない事情によって診断書又
本又は遺言録音伝記載した書面を申告 は検案書を得ることができないとき
警に添付しなければならない。 は，死亡の事実を証明し得る書面を
②後見人選任の裁判がある場合は，裁 もってこれに代えることができる。こ
半日書の謄本を申告書に添付しなければ の場合には，申告書にその診断書又は
ならない。 検案蓄を得ることのできない事由を記
第83条(後見終了申告)G)後見終了 載しなければならない。
の申告は，後見人が， 1カ月以内にし 第85条(死亡申告義務者)G) 死亡の
なければならない。ただし，未成年者 申告は，同居する親族がしなければな
の成年到達によって後見が終了した場 らない。
合はこの限りではない。 ② 親族・閑居者又は死亡場所を管理す
争 申告書には，次の毒事項を記載しなけ る者，死亡場所の洞長又は統・史長
ればならない。 も，死亡の申告を?することができる。
1.被後見人の姓名・登録慕準地及び第86条(死亡申告の;場所) 死亡の
住民登録番号 は，死亡地・埋葬地又は火葬地でする
2.後見終了の原器及び年月白
争後見終了の涼因が民法第939条又は
第 940条によるものであるときは，裁
判警の謄本を添付しなければならな
し、。
第 10節死亡と失践
第84条(死亡申告とその記載事項)
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ことができる。ただい死亡地が明ら
かでないときは死体が最初に発見され
た地で，汽車その他交通機関内で死亡
があったときはその死体を交通機関か
ら降ろした地で，航海日誌を備えない
船船中で死亡したときはその船舶が最
初に入港した地で，これをすることが
できる。
韓国の新しい身分登録法
第87条(災害等による死亡) 水害，火 にその旨を通報しなければならない。
災その他の災害により死亡した者がい ③ 第l項の通報があった後に第 85条
る場合は，これを調べた官公署は，遅 で定めた考が，死亡者の身元を知った
滞なく死亡地の市・色・函の長lこ通報 ときは，そのおから 10日以内に死亡
しなければならない。ただい外国で の申告をしなければならない。
死亡したときは，死亡者の受録基準地 第91条(準用規定) 第 49条及び第 50
の市・色・頭の長lこ通報しなければな
らない。
第88条(死刑，収監中の死亡)① 死
刑の執行があるときは，刑務所長は，
遅滞なく刑務所所在地の市・邑・聞の
長に死亡の通報をしなければならな
し、。
② 第 l項は，収監中に死亡した者の死
体を引き取る者がいない場合に準用す
る。この場合には，通報蓄に診断書又
条は，死亡の申告に準用する。
第92条(失綜宣告の申告)① 失綜宣
告の申告は，その宣告を請求した者
が，裁判磯定日から 1カ月以内に裁判
の謄本及び確定証明書を添付して，こ
れをしなければならない。
② 失綜宣告の申告書には，次の事項を
記載しなければならない。
1.失践者の姓名・性別・登録基準地
及び住民登録番号
は検案蓄を添付しなければならない。 2. 民法第27条で定めた期間の満了日
第89条(通報蓄の記載事項) 第 87条③ 第 58条は，失綜宣告取消の裁判が
及び第88条で規定した通報警には， 確定した場合にその裁判を議求した者
第 84条第2項で定めた事演を記載し に準用する。
なければならない。
第90条(登録不明者等の死亡)①死第 1節 国籍の取得と喪失
亡者について登録されているかどうか 第93条(認知等による国籍取得の通報
が明らかでない又は死亡者を認識でき 等)① 法務部長官は，悶籍法第3条
ないときは，閤家警察公務員は，検視 第 1項又は第 11条第 l項により大務
調書を作成・添付して，遅滞なく死亡 民悶の閤籍を取得した者がいる場合
地の市・邑・面の長に死亡の通報告?し は，遅滞なし国籍を取得した者が定
なければならない。 めた資録基準地の市・邑.iIDの長に，
② 死亡者が登録されていることが判明 大法院規射の定める事項を通報しなけ
した又は死亡者の身元を知ることがで ればならない。
きるようになったときは，警察公務員 ② 第l項の通報を受けた市・邑・頭の
は，遅滞なく死亡地の市・邑・面の長 奈は，閤籍を取得した者の登録簿を作
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成する。 内にその姓と本を申告しなければなら
第94条(帰化許可の通報等)①法務 ない。
部長官は，国籍法第4条により外国人 ② 大韓民国の歯籍を回復又は再取得す
に大韓民国国民への帰化を許可した場 る場合は，従前に使用していた大韓民
合は，遅滞なし帰化許可を受けた者 国式姓名で国籍回復申告又は思籍再取
が定めた登録基準地の市・邑・面の長 得申告をすることができる。
に，大法銃規刻の定める事項を通報し ③ 第2項の場合，申告書において従前
なければならない。 に使用していた大韓民国式姓名を疎明
②第 1項の通報伝受けた市・邑・商の しなければならない。
長は，帰化許可を受けた者の登録簿を ④ 申告書には，次の事項を記載しなけ
作成する。 ればならない。
第95条(国籍回復許可の通報等) 1.従前の姓
① 法務部長官は，国籍法第9条により 2.創設した姓・本
大韓民国の国籍回復会許可した場合， 3. 許可の年月日
遅滞なし国籍回復をした者が定めた ⑤ 第4項の申告書には，第 I項による
登録基準地の市・邑・面の長lこ，大法 許可の謄本を添付しなければならな
院規則の定める事項そ通報しなければ い。
ならない。 第97条(国籍喪失申告の記載事項)
② 第1項の通報を受けた市・邑・匿の ① 庖籍喪失の申告は，況偶者又は4親
長は，国籍屈復をした者の登録簿を作 等以内の親族が，その事実を知った日
成する。ただし，国籍回復をした者の から 1カ月以内にしなければならな
受録簿等がある場合は，登録簿等に記 い。
載された笠録基準地の市・邑・面の長 ② 申告書には，次の各号の事項伝記載
にその事項を遜報しなければならな しなければならない。
1.留籍喪失者の姓名・住民登録番号
第96条(国籍取得者の姓と本の創設申 及び登録基準地
告)Q) 外爵の姓を使う悶籍取得者 2.国籍喪失の原国及び年月日
が，その姓を使わず新しい姓・本を定 3. 新たに外国国籍を取得したとき
めようとする;場合は，その受録基準 は，その国籍
地・住所地又は受録基準地lこしようと ③ 第2壌の申告書には，国籍喪失を証
する地合管轄する家庭法読の許可を受 明する書面を添付しなければならな
け，その謄本を受けた臼から 1カ月以 い。
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④ 国籍喪失者本人も，国籍喪失の申告
をすることができる。
第98粂(国籍選択等の遜報)号法務
部長官は，次の各号のいずれかに該当
する事由が発生した場合，その者の登
録基準地(登録基準地がない場合には
その者が定めた登録基準地)のm・
邑・面の長に，大法院規則の定める事
韓国の新しい身分登録法
3.許可年月日
③ 第2項の申告書には，許可蓄の謄本
を添付しなければならない。
第100条(姓・本の変更申告)① 民法
第781条第6項により子の姓・本を変
更しようとする者は，裁判確定日から
1カ月以内にその謄本及び確定証明書
を添付して，申告しなければならな
項を通報しなければならない。 い。
1.国籍法第 13条第 I項により，ニ重 ② 申告書には，次の事項を記載しなけ
国籍者から大韓民国の国籍を選択す ればならない。
る申告を受理したとき 1.変更前の姓・本
2.国籍法第 14条第 l項により国籍離 2.変更した姓・本
脱の申告を受理したとき 3. 裁判確定日
3.鼠籍法第20条により大韓民国国民
と判定したとき 第13節家族関係登録創設
②大韓民国国民と判定された者が登録 第101条(家族関係登録創設の申告)
されていないときは，その通報を受け ① 登録されていない者は，登録をしょ
た市・邑・面の長は，登録簿を作成す うとする地を管轄する家庭法院の許可
る。
第12節改名及び姓・本の変更
第99条(改名申告)① 改名しようと
する者は，住所地(在外国民の場合，
登録基準地)を管轄する家庭法院の許
を受け，その謄本を受けた日から 1カ
月以内に家族関係登録創設(以下，
「登録創設Jという)の申告をしなけ
ればならない。
② 申告書には，第9条第2項に定めた
事項の他に，登録創設許可の年月日を
可を?受け，その許可蓄の謄本を受けた 記載しなければならない。
白から lカ月以内に申告をしなければ @ 第2項の申告書には，登録創設許可
ならない。 の謄本を?添付しなければならない。
② 申告書lこは，次の事項ぞ記載しなけ 第102条(直系血族による登録創設申
ればならないO
L 変更前の名
2. 変更した名
告) 登録創設許可の裁判を得た者が
登録部設の申告をしないときは，配偶
者又は直系血族がこれをすることがで
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きる。
第103条(判決による登録創設の申告)
ら1カ月以内に，その謄本を添付して
登録簿の訂正を申請しなければならな
①確定判決によって登録創設の申告を い。
すべき場合は，判決確定日から 1カ月 第107条(判決による登録簿の訂正)
以内にこれをしなければならない。
③ 申告書には，第9条第2項に規定さ
れた事項の他に，判決確定日を記載し
なければならない。
③ 第2項の申告書には，判決の謄本及
び確定証明書を添付しなければならな
い。
第 5章登録簿の訂正
第104条(違法な家族関係登録記録の訂
正) 登録簿の記録が法律上ゆるされ
ないものであること又はその記載に錯
誤若しくは遺漏があることを認めすこと
磁定判決によって登録簿を訂正しなけ
ればならないときは，訴えを?提起した
者は，判決確定日から 1カ月以内に判
決の勝本及びその確定証明書を添付し
て，登録簿の訂正を申請しなければな
らない。
第108条(準用規定) 第20条第1項，
第 22条，第 25条ないし第 27条，第
29条ないし第 33条及び第 37条ない
し第42条は，登録簿の訂正申請に準
用する。
第6章不服手続
きは，利警関係人は，事件本人の登録 第109条(不服の申請)① 登録事件に
基準地を管轄する家庭法院の許可を得 関して，利害関係人は，市・邑・商の
て，登録簿の訂正を申請することがで 長の違法又は不当な処分について管轄
きる。 家庭法慌に不服の申請をすることがで
第105条(無効な行為の家族関係登録記 きる。
録の訂正) 申告によって効力の生ず命 第 l項の申請を受けた家庭法院は，
る行為に関して，去を録簿に記録したが 申請に関する書類を市・邑・函の長に
その行為が無効であることが明白なと 送付して，その意見な求めることがで
きは，申告人又は申告事件本人は，事 きる。
件本人の登録基準地を管轄する家庭法 第110条(不綴申請に対する市・邑 '00
院の許可を得て，登録簿のn正を申請
することができる。
第106条(訂正申請の義務) 第 104条
及び第 105条により許可の裁判があっ
たときは，裁判書の謄本を受けた臼か
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の措置)① 市・邑 '00の長は，その
申請が理由あるものと認めるときは，
遅滞なく処分を変更して，その慢を?法
院と申請人に通知しなければならな
し、。
@ 申請が理由ないものと認めるとき
は，意見を付して，遅滞なくその書類
を法院に返還しなければならない。
第111条(不服申請に対する法院の決
定)① 家庭法院は，申請が理由ない
ときは却下し，理由あるときは市-
E5・面の長に相当な処分を命じなけれ
ばならない。
② 申請の却下又は処分を命じる裁判
は，決定で行い，市・包・商の長及び
韓国の新しい身分登録法
滞なく登録簿の記録事項と照合，務査
しなければならない。
② 法読は，第 I項の調査の結果，その
申告書類などに違法・不当な毒事実が発
見された場合は，市・邑・聞の長に対
して是正指示などの必要な処分を命じ
ることができる。
③ 申告書類の認査，是正指示及び申告
書類保管手続に関して，必要な事項は
大法院規則で定める。
申請人にこれを送達しなければならな 第116条(各種報告の命令等) 法院
は， i官・邑・面の長に対して，登録事
第112条(抗告) 家庭法院の決定に対
しでは，法令に違反した裁判であるこ
とを理由とするときに根札非訟事件
手続法により抗告なすることができ
る。
第113条(不服申請の費用) 不服申請
の費用に関しては，非訟事件手続法の
規定を準用する。
第7章申告書類の送付と
法院の監督
第114条(申告書類等の送付) 市・
色・面の長は，鷲録簿に記録すること
のできない登録事件を除~，大法院規
則の定めるところにより，登録簿に記
録をと終えた申告書類等を管轄法院に送
{寸しなければならない。
第115条(申告書類等の調査及び是正指
示)① 法院は，市・包・商の長から
申告書類等の送付を受けたときは，遅
務lこ関する各種報告を命じるなどの監
督上必要な措置をとることができる。
第 8章罰則
第117条(罰則) 次の各号のいずれか
に該当する者は， 3年以下の懲役又は
I千万ワオン以下の罰金に処する。
1.第 11条第6項の規定に違反した者
2.第 13条第2項の規定に違反した者
3. 第 14条第 I項・第2項及び第 42
条の規定を違反して，虚偽その他の
不正な方法で，他の者の申告書類を
閲覧した者，又は申告審類に記載さ
れている事項や登録簿等の記録事項
に関して証明書の交付を受けた者
4.本法に基づく登録事務処理の権限
に関する承認手続もなく，電算情報
処理組織に家族関係登録情報ぞ入
力・変更して情報処理をした者，又
は技術的手段を利用して家族関係登
319 
録情報を知った者
第118条(罰則)① 登録簿の記録ぞ必
要としない事項に関して虚偽の申告を
した者，及び登録の申告と関連した事
項に関して虚偽で保証をした者は， 1 
第122条(過料) 本法による申告義務
のある者が，正当な理由なく期間内lこ
しなければならない申告又は申請をし
ないときは， 5万ワオン以下の過料に
処する。
年以下の懲役又は 300万クオン以下の 第123条(過料の裁判) 第 120条の過
罰金に処する。 料の裁判は，過料lこ処する市・邑・蘭
⑤ 外国人に対する事現に関して虚偽の の長の事務所所在地を管轄する家庭法
申告をした者も，第 l項と悶様であ 院が，非訟事件手続法に基づいて行
る 。う。
第119条(雨罰規定) 法人の代表者又第 124条(過料の賦課・徴収)0) 第
は法人者しくは個人の代理人・使用人
その他の従業員が，その法人又は個人
の業務に関して第 117条，第 118条の
違反行為をしたときは，行為者を?罰す
るほか，その法人又は個人に対しでも
それぞれに規定された罰金刑を賦課す
る。
121条及び第 122条による過料は，大
法続規則の定めるところにより，市・
邑・面の長(第 21条第 2項の規定に
該当するときは，出生・死亡の申告を
受ける澗の管轄市長・区庁長。以下，
本条において同じ)が，目武諜・徴収す
る。
第120条(過料)0) 次の各号のいずれ ③ 第 1項による過料処分lこ不服がある
かに該当する市・邑・商の長について 者は， 30臼以内に該当市・邑・面の
は， 50万ワオン以下の過料に処す 長lこ異議を提起することができる。
る。 ③ 第 l項により市・邑・屈の長から過
1.第 115条第 2項による命令に違反 料処分合受けた者が第2項により異議
したとき を提起したときは，当該$./5.磁の
2.第 116条による命令に違反したと 長は，遅滞なく過料処分を受けた者の
き 住所又は居所を管轄する家庭法院にそ
第121条(過料) 市・邑・面の長が第 の事実を通報しなければならず，その
38条又は第 108条により期間を定め 通報伝受けた家庭法院は，非訟事件手
て申告又は申請の催告をした場合に， 続法による過料の裁判を行う。
正当な理由なくその期間内に申告又は ④ 第2項による期間内に異議を提起す
申講をしない者は， 10万クオン以下 ることなく過料を綿{すしないときは，
の過料に処する。 地方税滞納処分の例により，これを徴
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収する。
階属規定〔抄〕
第1条(施行日) 本法は， 2008年 1月
1日から施行する。ただし，第93条
ないし第95条及び第98条の改正規定
は， 2008年9月1臼から施行する。
第2条(廃止法律) 戸籍法は廃止す
る。 一一以下， I各一一
韓国の新しい身分登録法
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